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日本の建築教育の特徴は均質に保証された教育を行う一方で、工学教育として多様な学術分野を扱

う点である。各高等教育機関の教育方針や研究領域の違いから個性が存在しているが、既往研究で

は日本の建築教育の概要に留まっている。本研究では大阪市立大学工学部建築学科を事例として、

一連の教育機関の変遷をたどり、さらに教育・研究の両方における本学科の実態を考察することで、

建築教育機関の個性を視覚化することを目的とし、日本の建築教育の価値の最大化へと繋げる。 
The characteristic of Japanese architectural education is to provide both uniformly guaranteed education and 
engineering education dealing with various academic fields. The individuality exists in each higher 
educational institution based on the policy and research area. However, every previous study researched the 
summary in the education. This reports the actual condition of Osaka City University architecture department, 
following the transition of a series of the institutions,	and in both education and research. And, this shows to 
visualize the personality of the institutions in this university. Furthermore, this will lead to the maximization 
of the value of Japanese architectural education. 

	  
1.序論	

1-1.研究の背景と目的	

	 日本の建築教育は 1950 年に建築士資格ができたこ
とにより、全国の高等教育機関で一律に建築士試験の

受験資格を取ることが可能になった。その一方で工学

教育としての性質を持っており、構造や環境などの学

術分野を総合的に内包している性質を併せ持っている。 
	 また、各高等教育機関でこれらの二面性を保有して

いることが日本の建築教育機関の特徴であり、各分野

をエンジニアが担当し建築家と技術士の教育が別であ

る欧米の建築教育とは大きく異なっている。 
	 均質に保証された建築教育を行う一方で、広範囲に

おける多様な分野の建築教育及び研究を行っているの

で、各高等教育機関の教育方針や研究領域の違いによ

って個性が存在している。 
	 そして、前述した 2つの性質の両方から専門教育を
行うことが日本の建築教育の良点であるならば、後者

である多様な建築教育による各機関の個性を視覚化し

認識することが、各高等教育機関にて日本の建築教育

を受けたことの意義であり、日本の建築教育の価値を

最大化することへと繋がっていく。	 	  
	 しかし、既往研究では後者における日本の建築教育

を概要的にしか述べていない。また教育方針や研究領

域の違いによる高等教育機関の個性を明確にした研究

がみられない。 
	 本研究では大阪市立大学工学部建築学科を対象とし

て、本学科が設立されるまでの来歴を追い、本学科に

おける研究機関、教育機関の個性を視覚化することで、

本学科の特性を明らかにすることを目的とする。 
1-2.研究対象と方法	

	 本研究では、大阪市立大学工学部建築学科を対象と

して扱う。本学科は構造・防災・材料・環境・設備・

計画・デザイン・コミュニティデザイン・図形科学の

9 つの学部教育分野が存在しており、多様化した建築

教育を体現している高等教育機関である。	

	 また、本学の建築教育機関の母体である大阪市立工

業学校が誕生してから約 110 年が経過しており、学校

の移転や改称を繰り返され、時代ごとに教育体制が変

化した。	

	 本研究では三つの観点から本学科の特性について考

察を行う。本学科が設立される以前に母体となった一

連の建築教育機関の教育体制や授業概要の変遷を、日

本の建築学の発達や他の建築教育機関と比較しながら

辿り(2 章)、本学科が設立された後の教育・研究面の

個性を、学科設立当時から現在まで履修要覧や論文の

表題を用いてそれぞれ考察する(3,4 章)。	



 

 

1-3.言葉の定義	

・大阪市立系建築教育機関	

	 本学科の母体である大阪市立工業学校から現在まで

の一連の建築教育機関をまとめて指す。	

・大量技術教育時代(1951〜1993 年)	

・質的教育時代(1994〜2017 年)	

	 1994年の第 4時高等教育計画の前後の期間における

建築教育の概要を指す。	

2.大阪市立系建築教育機関の沿革	

	 本機関の起源を遡ると中等教育に始まり、高等、大

学教育へと続いた。本学科が設立されるまでの教育方

針の変化に注目し、他の建築教育機関の変化や建築学

の発達と併せて、中等・高等・大学教育の 3 つの教育

体系に分けて考察し現在に至るまでの経緯を考察する。	

2-1.中等教育(1907〜1943 年)	

	 大阪市では工業の発展に伴い、工業学校の創設に尽

力した。工業教育の促進を目的に大阪市で唯一の中等

程度の建築教育機関として大阪市立工業学校が創立さ

れ、大阪市における建築学の早期導入を担っていた。	

	 同学は 30 名程度の小規模制の教育機関であったが、

他の教育機関に比べて実験施設や校舎などが完備され

ており、中等教育界では異彩を放っていた。当時に存

在した他の教育機関に比べて修業年限が長く、長期的

な建築教育が行われた。(表 1)	

	 1926 年に校舎を都島へと移転し、大阪市立都島工業

学校に改称された。全国で唯一、6 年制の工業学校で

あった。徒弟学校が廃止され、工業学校の入学資格が

早まったことで、中等教育の学域を超えた本校の高度

な建築教育を簡易化し誰にでも一貫して受けることが

可能となり、また長期間の教育による専門性の向上が

見込まれていた。	

	
表 1	 中学教育機関の修業年限と入学資格	

2-2.高等教育(1943〜1949 年)	

	 官立の大阪工業学校(現	大阪大学工学部)が大阪工

業大学(旧制)となり、大阪市に高等工業学校がなくな

った。そこで大阪市立都島工業学校を「7 年制高等工

業学校」への昇格が熱望されたが、1943 年に公布され

た中学学校令による修業年限の短縮により、大阪市立

都島高等工業学校が併設された。市立としての高等工

業学校は全国で初めてであった。	

	 発足当時、戦局が苛烈であったため、軍事生産の急

速増強が図られ、時局を反映した教育方針が取られ、

建築科では鉄やコンクリートなどの資材不足により、

木造分野における技術面を重視した工学的教育が行わ

れた。	 	

	 戦局の過酷化により大阪市立都島工業専門学校に改

称され、画一的な標準学校規定がとられた。同学は、

構造・設備・計画・歴史・材料の 5 つの講座以外を消

去した簡素なものに変わり、戦争の影響により推進し

た、構造系に特化した工学的な建築教育への縮小が余

儀なく行われた。私立の総合的な建築教育機関と比較

しても、装飾や都市計画などの豊富な構成であったの

に対し、同学は戦争による教育体制縮小の影響を大き

く受けたことがわかる。(表 2)	

	

	

	

表 2	 両校の専門科目の構成(大阪市立大学と大阪工業大学の母体)	

2-3.大学教育(1949〜2017 年)	

	 1949 年の学校教育法に基づき、大阪市立大学が創設

された。本学は文部省直轄の大学にない自由さ、豊富

な創設費用といった大阪市ならではの特徴を活かし、	

理学に基礎をおき工学をその応用と位置付けた理工学

部が小竹無二雄により創設された。	

	 初代理工学部長となった小竹無二雄は、理工学部を

一体として運営するために、学科を設置せずに建築工

学を応用部門とした。専門別グループを形成していた

教育体制は、理学を工学の基礎とした点において他の

教育機関と比べて独自性があった。	 	

	 しかし、理・工学系の両者の相違による問題から理

工分離の声が高まり、「基礎を重視する」という理工学

部の理念を継承した工学部が 1959 年に設置された。本

学科は人間制圧の重要な場である建築に関する基礎的

な学習を通じ、建築技術者として設計・建築施工・管

理・行政や研究などに基礎的教養の習得と能力開発を

目的としていた。	

	 理工学部が設立された時代から、小竹は都市計画を

主講座として設定しており、建築工学を建築分野だけ

でなく都市分野との複合的な分野として捉えられてい

た。現在では都市、意匠を含めた総合的な建築教育機

関として担っている。(表 3)	

	

表 3	 大阪市立大学の建築教育における形式の変化	

2-4.まとめ	

	 大阪市立系建築教育機関は大阪市に設立した公立の

教育機関として、大阪市の技術者教育や建築技術の早

期導入、大衆化や戦時中の工学的教育など、大阪市の

工業の発達を視野に入れた少人数性の教育機関であっ
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た。それに加えて中等教育、大学教育の両時代におい

て独自かつ先進的な教育機関であると同時に、戦時中

の教育体制の変化の影響を大きく受けた公立の教育機

関である。	

	 大阪市立大学工学部建築学科は本機関の延長線上に

あり、時局の影響を受けやすい公立制と大阪市の建築

教育の発達を担った教育機関であると同時に、時代に

おける先進的な教育方針を一貫して行っていた。	

3.履修要覧からみる教育機関の特性	

	 本学に建築教育が導入されてから現在に至るまで、

研究分野や講座の変更が行われており、各講座の科目

構成が大きく異なっている。	

	 本学科の教育機関の個性を認識するため、1951 年か

ら 2017 年までの 67 年間の履修要覧に記載されている

科目名や講義時間から年次・講座別に分類し、科目構

成や講義時間の変化から教育面の個性を視覚化する。	

	 履修要覧は各年度に開講された科目名、講義時間や

開講時期が網羅的に掲載されており、各年次・講座に

分類するのに適当な資料である。	

	 本研究では講座を「構造」・「材料施工」・「計画」・「歴

史及び意匠」・「環境設備」・「都市」・「その他」の 7 つ

に分けて考察し、卒業設計・論文は除くものとする。	

3-1.年次別による全体の考察	

	 履修要覧に記載されている専門教育科目を年次別に

分類すると、1957 年から 2 年次に専門教育の導入が始

まったことがわかる。(図 4)しかし、1994 年まで 3.4

年次の講義時間が 9 割近く占めており、また全体の講

義時間も大きく変動することなく高年次に専門教育を

重点的に配置した理工学部の教育方針が色濃く残った。	

	 1994 年に大量技術教育時代から質的教育時代へと

変わり、各年次の割合が大きく変化した。全体の講義

時間も減少し、また初年時に専門教育が導入された。

3,4 年次の高年次主体であった建築教育が 2,3 年次の

中年次主体へと変化し、建築教育の早期導入が行われ

た。質的充実による専門教育の早期導入や講義時間の

減少が行われたが、工学を応用分野とする理工学的な

建築教育が現在まで行われている。	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

3-2.講座別による全体の考察	

	 履修要覧に記載されている専門教育科目を講座別に

分類すると、1994 年の前後で各講座の講義時間の割合

が大きく変化していることがわかる。(図 5)	

	 大量技術教育時代と質的教育時代の各講座の講義時

間の割合を比較すると、前者では「構造」・「材料施工」・

「環境設備」の講義時間の割合が全体の10%を超えており

他の講座に比べて、重点的に開講されていた。次いで

「都市」・「計画」が同程度に割合を占めており、「歴史

及び意匠」は低い割合を占めていた。	

	 1994 年以降の質的充実により、後者は前期間で重点

的な教育が行われた教育に加えて、現地実習や多目的

授業が開講されることで、「その他」の割合が増えた。

また 1999 年以降、「都市」の割合が減少し、「歴史及び

意匠」の割合が増加した。これは 1999 年に行われた研

究分野の再編が大きく影響している。	

	 設立当時、工学的な大量技術教育であったが、質的

充実により構造や材料施工などに重点を置いた工学的

かつ、本学科の特徴を活かした総合的な建築教育へと

移り変わった。	

	
図 5	 各講座の講義時間の割合	

3-3.各講座の考察	

	 各講座に注目すると、大量技術教育時代で曖昧であ

った各講座の役割が区分されていることがわかった。 
	 開講時期の早期導入や多様な科目構成によって建築

教育の基礎として扱われた講座、専門性の高い講座や、

質的教育へと教育方針が変わっても安定した建築教育

が行われていた講座など、各講座の役割が明確に存在

している。(図 6) 
	 質的充実により各講座の役割が分担されたことで、

現在では基礎から応用まで段階的に開講している理工

学的な教育方針を建築教育に導入している。	
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図 4	 各年次の講義時間の割合	



 

 

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	 しかし、質的な充実化が行われそれまで大量な科目

供給により曖昧であった各講座の役割が明確にされた

ことで、段階的な建築教育が行われた総合的な建築教

育機関である。 
 
 

3-4.まとめ	

	 本学科は、1994 年以前では従来の量的に建築技術を

教授する工学的な建築教育機関と異なり、当時の理工

学部の教育方針であった理学を基礎、建築学が応用分

野として位置付けられた理工学的な建築教育機関で

あり、加えて大量技術教育機関でもあった。	

 

図 6	 各講座の年次講義時間と科目構成の考察	
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①1951〜1958 年

一般建築構造学
構造学演習
構造学特論
構造力学
建築架構論

　　

科目名

　

期間 ②1959〜1970年

建築力学Ⅰ,Ⅱ
建築構造一般
建築力学演習Ⅰ,Ⅱ
建築構造演習Ⅰ,Ⅱ
建築構造特論

③1971〜1984年

建築一般構造
建築力学Ⅰ,Ⅱ
建築力学演習
建築構造学
  Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ,Ⅴ,Ⅵ
建築構造学演習Ⅰ,Ⅱ

④1985〜1993年

建築一般構造
建築構造力学
          Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ
建築構造力学演習
          Ⅰ,Ⅱ
建築構造学
  Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ,Ⅴ,Ⅵ
建築構造学演習Ⅰ,Ⅱ

⑤1994〜1998年

建築構造力学及び
          演習Ⅰ,Ⅱ
建築構造力学Ⅲ
建築構造力学
          演習Ⅲ,Ⅳ

⑥1999〜2017年

建築構造力学序説
建築構造力学及び
          演習Ⅰ,Ⅱ
建築構造力学Ⅲ
建築構法
建築基礎構造学

　　

科目名

　

期間

①1951〜1958 年

鉄骨構造学
鉄筋コンクリート構造学
木構造学
建築一般材料学
構造材料学
材料実験

　　

科目名

　

期間 ②1959〜1969年

建築材料Ⅰ,Ⅱ
建築材料実験
防災構造論
仕様積算及施工法
鉄筋構造
鉄筋コンクリート構造Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ
地盤構造論
木構造学(〜1965年)

③1970〜1993年

建築材料学Ⅰ,Ⅱ
建築材料実験
建築施工

④1994〜2017年

建築材料学
建築材料実験
建築施工
建築防災論
耐風工学
鉄筋コンクリート構造学
鋼構造学
建築振動学(2001年〜)

①1951〜1954 年

建築史

⑥1999〜2017年

建築史Ⅰ,Ⅱ
建築デザインⅠ,Ⅱ

⑤1994〜1998年

建築史Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ

④1970〜1993年

建築史Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ

③1959〜1969年

建築史Ⅰ,Ⅱ
建築史Ⅲ
  (〜1963、1968〜)

②1955〜1958年

建築史
都市計画史
建築計画及
　 建築史演習(1956)

<考察>
大量供給時代では歴史系科目のみ開講されていた。質的教育時代では歴史系科目の割合を減らし、意匠系科目を導入さ
れた。意匠の建築教育が始まったのは1999年からと他の講座に比べて遅いが、より一層広範囲の建築教育が行われた。

①1951〜1954 年

都市計画汎論
都市計画特論
          (1951年)
都市計画演習
都市計画行政
         及建築法規

　　

科目名

　

期間 ②1955〜1958年

都市論
都市計画史
都市防災
都市計画行政
         及建築法規

③1959〜1974年

都市計画論(1959)
都市計画史(1959)
都市防災(〜1963)
都市計画Ⅱ,Ⅲ
都市計画Ⅰ(1960〜)

④1975〜1993年

都市計画Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ

⑤1994〜1998年

都市計画Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ
都市計画演習

⑥1999〜2017年

都市計画
都市デザイン
地区の計画

<考察>
　開講時期の遅さから専門性が高く位置付けられていた。研究分野から学部教育分野へと移行され、科目構成が大きく
変更され合計の講義時間も減少した。質的教育時代へと移っても、専門性が高い位置付けは不変であった。

　　

科目名

　

期間 ②1956〜1959年

建築計画Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ
建築計画及
　　建築史演習(1956年)

③1960〜1993年

建築計画
　　　Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ,Ⅴ,Ⅵ

④1994〜1998年

建築計画Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ,Ⅴ

⑤1999〜2017年

建築計画総論
建築計画各論Ⅰ,Ⅱ

①1951〜1955 年

建築計画汎論(〜1954年)
建築計画各論(〜1954年)
建築計画特論(1951年)
建築計画Ⅰ,Ⅱ(1955年〜)

<考察>
開講時期などの変更が他の講座に比べて少なく、教育体制が質的教育へと変わっても、本講座は安定した建築教育が行
われた。

　　

科目名

　

期間 ②1955〜1969年

建築衛生学Ⅰ,Ⅱ
建築設備
建築設備特論
建築衛生演習

③1970〜1993年

建築環境工学Ⅰ,Ⅱ
建築設備Ⅰ,Ⅱ
建築環境工学演習
建築環境工学実験

④1994〜2005年

建築環境工学Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ
建築設備Ⅰ,Ⅱ

⑤2006〜2017年

建築環境工学Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ
建築環境工学入門
            (2011〜)
建築設備Ⅰ,Ⅱ
環境物理学Ⅰ(〜2008)

①1951〜1954 年

建築設備汎論
建築衛生学
建築衛生学演習
建築衛生学特論

<考察>
大量技術教育時代において講義時間が長く、座学として重要視されていた。質的教育時代になり高年次中心から低年時
中心へと変わっていき、建築教育の基礎として位置付けられてきた。



 

 

4.論文の表題からみる研究分野の特性	

	 本学科が設立されてから現在まで行われてきた様々

な研究内容が一つの研究室に内包されている。そこで

本学科の各講座の研究領域を把握するために、CiNii 
(NII	学術情報ナビゲータ)に掲載されている各講座の
研究論文の表題からカテゴリー化を行い、膨大な研究

内容を分類化する。 
	 手法として、各研究分野の論文の表題にテキストマ

イニングを行い、頻出単語 50項目を抽出し、頻出単語 
に該当する論文の数量から対応分析を行った。(図 7)	
研究論文の表題は研究内容を端的かつ明確に示したも

のであり、全ての論文の内容を概要的に把握するのに

有効な情報である。 
	 本研究では、「建築構造学」・「建築防災」・「建築計

画」・「建築史」・「建築環境工学」・「都市計画」の 6 つ

の研究分野に対して対応分析を行い、研究面での個性

を視覚化する。 
4-1.対応分析によるカテゴリー化	

	 本研究では研究領域の把握を行うと同時に各教員と

研究領域の関係性を簡潔に示す手法として対応分析を

用いる。	

1)建築構造学	

	 担当教員を 4 つのグループに区分した。①は「コン

クリート」の単語が近くにあり、他の教員に比べて“材

料”に関係していた。②は「TMD」・「振動」のなどの項

目が近くにあり、“制振”に関係していた。③は「ラー

メン」や「耐震」の項目が近くにあり、関係していた。

④は共通の項目が多く、「トラス」・「シェル」・「テンセ

グリティ」や「正方形」・「立体」・「円筒」などの項目

が近くにあり、“構造形式”や“部材の形状”に関係し

ていた。	

2)建築防災	

	 担当教員を 3 つのグループに区分した。①は「コン

クリート」の単語が近くにあり、他の教員に比べて“材

料”に関係していた。②は「金属」・「サイディング」

や「強風」・「ダウンバースト」などの単語が近くにあ

り、“外壁”や“風”に関係していた。③は共通の項目

が多く、「風圧」・「風力」など“風”に関係する項目が

12 個みられ、“風”に関係していた。	

3)建築計画	

	 担当教員を 3 つのグループに区分した。①は「病

棟」・「病室」や「読書」・「図書館」などの単語が近く

にあり、他の教員に比べて“病院”や“図書館”に関

係していた。②は「小学校」・「統廃合」や「長屋」・「公

営住宅」などの単語が近くにあり、“学校”や“集合住

宅”に関係していた。③は共通する語句が多く、「市街

地」・「大都市」や「身体障害者」の単語が近くにあり、

“都市”や“福祉”に関係していた。	

4)建築史	

	 他の講座に比べて担当教員で使用している単語が区

別しており、近似していないことがわかった。福田・

浅野・鈴木の 3 名は“民家”に関係しているが、それ

ぞれ異なる地域や場所における研究が行われていた。

倉方・中谷は“近代建築”に関係しているが、それぞ

れ別の研究を行っている。本講座は 2 つの研究領域に

分けることができ、各教員が研究領域内で相対的に関

係性を持っていた。	

5)建築環境工学	

	 担当教員を 4 つのグループに区分した。①は「通

風」・「気流」などの単語が近くにあり、他の教員に比

べて“換気”に関係していた。②は「クリーンルーム」・

「体育館」などの単語が近くにあり、“場所”に関係し

ていた。③は共通の項目が多く、「騒音」・「交通」や「着

衣量」・「皮膚」の単語が近くにあり、“音”や“人体”

に関係していた。④は「夏季」・「冬期」や「光透過率」・

「日射」や「温熱」・「冷房」などの単語が近くにあり、

“天候”、“光”や“熱”に関係していた。	

6)都市計画	

	 担当教員を 5 つのグループに区分した。①は「震

災」・「西宮市」などの単語が近くにあり、他の教員に

比べて“阪神淡路大震災”に関係していた。②、③は

「明治」・「土地利用」の項目が近くにあり、関係して

いた。④は「工業」・「工場」や「街区」・「団地」など

の単語が近くにあり、“工業地区”や“街区”に関係し

ていた。⑤は共通の項目が多く、「船場」・「大阪市」や

「都心」・「都市計画」などの単語が近くにあり“大阪”

や“都市”に関係していた。	

4-2.まとめ 
	 本学科の各研究分野は、複数の研究領域に分かれて

いた。複数人で関連している研究領域は各講座で重点

的に取り組んでおり、研究の深度を拡張している。ま

た、単独で取り組んでいる研究領域は各教員の専門領

域であり、研究分野の幅を拡張したものだった。また

領域の数や範囲に共通点は見られず、研究内容として

の総合性はみられなかった。 
	 しかし、各分野に対して単一の研究室であるので、

講座の新規、既存の研究領域に対して研究を行うこと

が可能である。これは、領域ごとに集まることで各分

野の研究領域が決定している従来の研究機関が持つ深

度としての一軸的な広がりに加えて、研究の幅に制限

がない。また、領域同士の関係性があまり見られない

ことから、少人数の研究機関でありながらも研究領域

の自由度が高いことがわかる。 
	



 

 

5.総括	

5-1.結論	

	 大阪市立大学工学部建築学科を対象として、総合的

な高等教育機関を三つの観点から本学科の特性につい

て考察を行うと、1)大阪市の工業の発展や豊富な財政
面など地域に密着している点、2) 講座ごとの段階的な
建築教育や都市分野との複合的な教育を行っている点、

3) 研究の幅に制限がなく、少数でも研究内容の自由度
が高い点、と 3つの知見が得られた。	  
	 これらは本学科が新しく形成したものではなく、一

連の教育機関の教育体制による変化と建築学の発達や、

環境による変化の両方による性質が本学科へと受け継

がれ、教育・研究の両機関で再度、歴史的な移り変わ

りを経て現在の形となった。 
	 本学科は約 110年の変遷のなかで遺伝的に築き上げ
た個性が教育・研究面において 2)、3)の特徴として大
阪市立大学工学部建築学科の両機関の骨格を形成して

おり、本研究では視覚化することができた。 
本学科は創立当時から工業的で実業的な建築教育機関

であった。 
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図 7	各研究分野の対応分析とテキストマイニング	

これは数ある教育機関の中で、大阪市の建築技術士教

育に最も注力した教育機関であるといえる。 
高等教育の国際化の潮流にある今日において、認証評

価機関による公的な質保証の必然性を踏まえた上で、

本学の個性である工学的で実業的な建築教育を再認

識することが、本学科の建築教育の価値を最大化する

ことへと繋がる。 
5-2.今後の展望	

	 予定されている大阪都構想による大阪府立大学と

の統合においても、合併による規模の拡大だけでな

く、双方の高等教育機関が遺伝的に築き上げた個性を

もとに新しく構成された特性を十分に発揮した高等

教育機関として創設、運営されることを祈望する。 

　表記内容の説明
■研究分野…括弧書きは論文の総数を示す。
■テキストマイニング…各講座の教員がCiNiiに掲載している論文の表題の全てから頻出単語50語を抽出したもの
■対応分析…各講座でテキストマイニングした頻出単語の数量から対応分析を行ったもの
　…頻出50項目　　…各講座の担当教員　　…研究領域　　

　都市計画(265件)

嘉名

赤崎

土井

三輪

川名

濱田

斎藤

大阪・都市

明治・子供の遊び

工業地区・街区

土地利用

阪神淡路大震災

　建築環境工学(790件)

梅宮

西岡

小林

田中

太田

成瀬

場所

①

②

③

④

⑤

①

②

③

④

換気

天候・光・熱

音・人体

クリーンルーム

　建築史(83件)

中谷

倉方

鈴木

浅野

福田

民家

近代建築

風

風・外壁

①

②

③

コンクリート

下鳥

ガヴァンスキ

谷池

谷口 (徹)

川村 木内

材料

ラーメン
   ・耐震

制振

構造形式
　・部材形状

①

②

③④

布施

鬼武

吉中

藤本

谷口 (与)

那谷

日置
坂

　建築計画(930件)　建築防災(581件)　建築構造学(888件)

2 軸による累積寄与率　51.47%

2 軸による累積寄与率　80.77%

2 軸による累積寄与率　64.41%2 軸による累積寄与率　58.67%

2 軸による累積寄与率　52.58% 2 軸による累積寄与率　74.27%

栗原

病院・図書館

①

横山

学校・
   集合住宅

②

徳尾野 都市・福祉

杉山
多胡

③


